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2024年度一般会計予算 歳出・歳入の構成
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こども・子育て支援化加速化プランの財源の基本骨格（イメージ）
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職員配置基準の改善について

2024年度の対応

2025年度以降の対応
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こども誰でも通園制度の創設について



♢ 給付制度の立て付け
現行の「子どものための教育・保育給付」とは別に、新たに「〇〇給付（名称は精査中）」を子ども・子育
て支援法に設けることを想定。

♢ 利用対象者の認定
対象者の市町村による認定の仕組みを、子ども・子育て支援法に設けることを想定。ただし、認定は、保
育所、認定こども園、地域型保育事業等に通っていない児童（未就園児）であるかを確認するといった市
町村の負担が少ない形とする。

♢ 事業実施者の指定
本制度を行う事業者について、保育所、認定こども園、地域型保育事業所、幼稚園、地域子育て支援拠
点など、幅広い事業者において行うことを想定しており、本制度を行う事業者について市町村が指定する
仕組みを、子ども・子育て支援法に設けることを想定。

♢ 契約の仕組み
利用者と事業実施者との直接契約、利用者負担については事業者において徴収。

♢ 2024施行的事業
 自治体における提供体制の整備を促すため、実施自治体数は拡充した上で、人口規模に応じた自治体
毎の補助総額の上限を設ける。また、補助基準上一人当たり「月１０時間」を上限として行うことを検討して
いる。（※）「月１０時間」は１日中利用するとすれば月１回、午前約２時間利用するとすれば毎週利用するというイメージ

 （※）一時預かりの整備状況は未就園児１人当たりで見ると年間約2.86 日（月１～２時間程度に相当）となっており、
月１０時間利用できる試行的事業は、一時預かりよりも相当程度多く利用できることとなる。一時預かりとの併用
可。

♢ 人員配置
2023年度のモデル事業と同じく、一時預かり事業の配置基準と同様とする予定。

♢  利用方法・実施方法
定期利用または自由利用、一般型（在園児合同、専用室独立実施型）、余裕活用型
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こども誰でも通園制度の概要について

出典：こども誰でも通園制度（仮称）の本格実施を見据えた試行的事業実施の在り方に関する検討会）



2023年度補正予算 こども誰でも通園制度試行的事業
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放課後児童クラブの受皿整備

＜新・放課後子ども総合プランの着実な実施＞

○ 保育の待機児童が減少する一方で、放課後児童クラブの待機児童は依然として 1.5
万人程度存在し、安全対策についての強化が求められるなど、学齢期の児童が安全・安
心に過ごせる場所の拡充は急務である。

○ このため、全てのこどもが放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行う
ことができるよう、新・放課後子ども総合プラン（2019 年度～2023 年度）による受
け皿の拡大（約 122 万人から約 152 万人への拡大）を目指してきたところであるが、
本年度末までにその達成が困難な状況であることを踏まえ、この目標を加速化プランの
期間中の早期に達成できるよう取り組むとともに、放課後児童クラブの安定的な運営を
図る観点から、2024 年度から常勤職員配置の改善などを図る。

○こども未来戦略（2023.12.20閣議決定）

全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充 
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放課後児童健全育成事業の運営費における常勤職員配置の改善
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貧困、虐待防止、障害児・医療的ケア児】における加速化プランの対応
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こども・子育て政策の強化に係る地方財源の確保について

○ 「こども未来戦略」に掲げる「こども・子育て支援加速化プラン」における令和6年度の地方負
担分（2,250億円程度） について、 全額地方財政計画の歳出に計上し、必要な財源を確保

○ 地方団体が、地域の実情に応じてきめ細かに独自のこども・子育て政策（ソフト）を実施でき
るよう、地方財政計画の 一般行政経費（単独）を1,000億円増額 

○ 地方団体が、こども・子育て支援機能強化に係る施設整備や子育て関連施設の環境改善
（ハード）を速やかに実施 できるよう、新たに「こども・子育て支援事業費（仮称）」（500億円）を
計上し、「こども・子育て支援事業債（仮称）」を創設 
＜対象事業＞
 （１）こども・子育て支援機能強化に係る施設整備 
【対象施設】公共施設、公用施設
（例）  ・ 子育て相談室  ・ あそびの広場 ・ 子育て親子の交流の場  ・ 科学、自然、調理などの体験コーナー

 （２）子育て関連施設の環境改善 
  【対象施設】児童館、保育所などの児童福祉施設、障害児施設、幼稚園 等

（例） ・ 空調、遊具、防犯対策設備の設置  ・ トイレの洋式化 ・ バリアフリー改修 ・園庭の整備（芝生化） 
＜地方財政措置＞

充当率：９０％ 交付税措置率：５０％（機能強化を伴う改修）又は３０％（新築・増築）
期間：２０２８年までの５年間

○ 普通交付税の算定に当たり、地方団体が実施するこども・子育て政策の全体像を示し、こ
ども・子育て政策に係る基 準財政需要額の算定をより的確なものとするため、新たな算定費
目「こども子育て費（仮称）」を創設



12月20日の予算大臣折衝を踏まえ、2024年度の介護報酬改定は、以下のとおりとなった。

改定率 ＋１．５９％
（内訳） 介護職員の処遇改善分 ＋０．９８％（2024年６月施行）

  その他の改定率（※）       ＋０．６１％
 ※賃上げ税制を活用しつつ、介護職員以外の処遇改善を実現できる水準

また、改定率の外枠として、処遇改善加算の一本化による賃上げ効果や、光熱水費の基
準費用額の増額による介護施設の増収効果として＋０．４５％相当の改定が見込まれ、合
計すると＋２．０４％相当の改定となる。

介護報酬・障害サービス等報酬改定率について
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12月20日の予算大臣折衝を踏まえ、2024年度の障害福祉サービス等報酬改定は、以下
のとおりとなった。 

改定率 ＋１．１２％ 

なお、改定率の外枠で処遇改善加算の一本化の効果等があり、 それを合わせれば改
定率＋１．５％を上回る水準となる。

介 護 報 酬

障害福祉サービス等報酬



「介護職員等処遇改善加算」のイメージ
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総合経済対策の策定（内閣総理大臣指示） 2023年９月26日 

■2023年度の賃金引上げの状況

春闘の全産業平均賃上げ率 ３．５８％ 介護事業所の平均賃上げ率 １．４２％
 

平均賃上げ額 10,560円 平均賃上げ額 3,630円

（出典：2023年春闘 連合回答集計結果） （出典：全老健・老施協・ＧＨ協・介護医療院における調査結果）

厚生労働省は10日、来年2月から介護職らの月収を6000円程度引き上げる処遇改
善策を実施すると発表した。今年度補正予算案に関連経費539億円を盛り込み、看
護補助者や障害福祉サービス事業所の福祉・介護職も対象とする。補正予算に計上し
たのは来年２月〜5月の賃上げ分で、その後は来年度改定される介護報酬に反映させ
る方向で調整している。

毎日新聞 2023年11月11日
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2024年からの介護職員処遇支援補助金（案）について
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2024年からの介護職員処遇支援補助金の交付率について（案）
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第１号保険料に関する見直し（標準９段階から標準13段階への見直し）
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多床室の室料負担について
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児童相談所における虐待相談対応件数とその推移

○2022年度中に、全国232か所の児童相談所が児童虐待相談として対応した件数は 
219,170 件（速報値）で、過去最多。 

※対前年度比＋5.5％（11,510件の増加）（2021年度：対前年度比＋1.3％（ 2,616件の増加））

※相談対応件数とは、2022年度中に児童相談所が相談を受け、援助方針会議の結果により指導や措置等を行った件数。 
【主な傾向】
・心理的虐待に係る相談対応件数の増加（2021年度：124,724件→2022年度：129,484件（＋4,760件）） 
・警察等からの通告の増加（2021年度：103,104件→2022年度：112,965（＋9,861件） ） 〈2021年度と比して児童虐待相談対
応件数が増加した自治体への聞き取り〉
・関係機関の児童虐待防止に対する意識や感度が高まり、関係機関からの通告が増えている。
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こども家庭支援センターについて
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こども家庭センターに係る財政支援の考え方について
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地域子育て相談機関の運用イメージ（案）について
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家庭支援事業の利用勧奨・措置について

【措置費単価】各事業について、

「子ども・子育て支援交付金」を
もとに１人当たり１回（日額）相
当額を設定する予定 

【負担割合】国１／２、都道府
県１／４ 、市区町村１／４
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こどもの権利擁護スタートアップマニュアル（案）概要
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こどもの権利擁護スタートアップマニュアル（案）概要
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一時保護時の司法審査について
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生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関する中間まとめ・最終報告書概要
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生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関する中間まとめ・最終報告書概要
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生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関する中間まとめ・最終報告書概要
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日本版ＤＢＳの概要
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私たちの声を国政に届ける

（参考） 岸 真紀子さん略歴

1976年３月 北海道生まれ（満47歳）
1994年 北海道栗沢町役場

（現在の岩見沢市）入職
2004年 自治労岩見沢市職員

組合特別執行委員
自治労北海道空知地方本部執行委員

2007年 自治労北海道空知地方本部書記次長
2008年 自治労北海道空知地方本部書記長
2010年 自治労北海道空知地方本部

副執行委員長
2011年 自治労北海道空知地方本部書記長
2013年 自治労中央執行委員

（法対労安局長）
2015年 自治労中央執行委員

（組織対策局長）
2017年 自治労特別中央執行委員

（組織対策担当）
2019年 参議院議員（比例代表）初当選
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